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(57)【要約】
【課題】赤外線放射を含む乾燥装置において、赤外線の
放射を電気加熱式の赤外線ヒーターを用いることなく、
溶剤系の塗膜に対しても、窒素ガスなどの不活性ガスで
置換することなく、赤外線の効果を活用できる乾燥装置
を提供すること。
【解決手段】ウェブ１０上に塗布された溶剤系塗膜を乾
燥させるための装置であって、熱風により前記塗膜から
溶剤を蒸発させ、乾燥・硬化する熱風乾燥装置と、加熱
空気により赤外線を放射する赤外線放射物を被覆させた
赤外線放射装置３０により、前記塗膜から溶剤を蒸発さ
せ、乾燥・硬化する赤外線乾燥装置１３ｂを、前記熱風
乾燥装置１３ａのウェブ１０搬送方向下流側に配置し前
記熱風乾燥装置の熱風よりも高い温度の熱風を用いて、
前記赤外線乾燥装置の赤外線放射装置３０を加熱する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ウェブ上に塗布された溶剤系塗膜を乾燥させるための装置であって、
熱風により前記塗膜から溶剤を蒸発させ、乾燥・硬化する熱風乾燥装置と、
加熱空気により赤外線を放射する赤外線放射物を被覆させた赤外線放射装置により、前記
塗膜から溶剤を蒸発させ、乾燥・硬化する赤外線乾燥装置を、前記熱風乾燥装置のウェブ
搬送方向下流側に配置し
前記熱風乾燥装置の熱風よりも高い温度の熱風を用いて、前記赤外線乾燥装置の赤外線放
射物を加熱することを特徴とする乾燥装置。
【請求項２】
　前記赤外線放射物の加熱に、前記熱風乾燥装置の熱風よりも高い温度の熱風を、前記熱
風乾燥装置より排気された空気を加熱して使用することを特徴とする請求項１に記載の乾
燥装置。
【請求項３】
　前記赤外線放射装置とウェブとの距離が１０ｍｍ～１００ｍｍであることを特徴とする
請求項１または請求項２に記載の乾燥装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ウェブ上に塗布された塗膜の乾燥装置に関するものであり、特に塗膜が厚膜
塗工の乾燥において使用される乾燥装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ウェブ上に塗布された塗膜を乾燥方法としては熱風を用いた乾燥装置が一般的に用いら
れる。
【０００３】
　図４に一般的な乾燥装置の断面模式図を示す。乾燥装置はノズルに熱風を供給する給気
ダクト（図示せず）と、塗膜を乾燥させた熱風を排気する排気ダクト（図示せず）とを備
えている。また、乾燥装置は数室に分割されており、塗膜の乾燥特性に合わせて各室ごと
に独立して温度、排気風量等が設定できるようになっている。
【０００４】
　ノズル２０はウェブ１０上に一定間隔で配置される。ノズルにはスリットが設けられて
おり、加熱装置（図示せず）で所定の設定温度まで昇温された熱風が前記給気ダクトを介
して前記スリットから噴き出すようになっている。そして、噴き出した熱風によりウェブ
上の塗膜の乾燥が進められる。
【０００５】
　図４のような従来の乾燥装置では、複数の乾燥ゾーンに分かれ、各乾燥ゾーンでそれぞ
れ温度や風量を規定して乾燥条件を定める場合が多い。乾燥効率を上げる方法として、加
熱温度を上げるか風量を大きくするかに限られる部分が多かった。
【０００６】
　また、温度に関しては、乾燥ゾーンに導入されうる兼加熱された気体の温度範囲がその
まま乾燥ゾーンの温度範囲となり、風量に関しても、乾燥ゾーンに導入されうる気体の量
がそのまま乾燥ゾーンの風量となるため乾燥ゾーンの乾燥効率はある程度の制限があり、
特に例えば膜厚１００μｍ程度（ウェット厚）の厚膜塗工では塗膜の表面だけ乾燥されて
、塗膜内部が未乾燥という場合が多いという問題があった。
【０００７】
　しかしながら、生産効率の向上を目的としてウェブの搬送速度を速くしようとすると、
乾燥時間を確保するために乾燥装置を長くする必要があるため、熱風を用いた乾燥装置よ
りも高い乾燥効率が得られ、塗膜を短時間で乾燥することができる赤外線ヒーターを用い
た乾燥装置が数多く提案されている。
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【０００８】
　一方で前記赤外線ヒーターを用いた乾燥装置おいても、塗膜に有機溶剤を含む場合には
、防爆上の観点から一般的に熱媒油や蒸気を熱源とする赤外線ヒーターが用いられるが、
この場合ボイラー等が必要となるためイニシャルコストやメンテナンス性の面で問題があ
り、その解決方法として電気加熱式の赤外線ヒーターを用いた乾燥装置が提案されている
。
【０００９】
　特許文献１では電気加熱式の赤外線ヒーターを防爆構造としていることで、有機溶剤が
含まれていても、爆発の危険性がなく安全に運転することができるとしている。また、特
許文献２では乾燥装置内を窒素ガスなどの不活性ガスで置換することにより電気加熱式の
赤外線ヒーターを安全に使用することができるとしている。
【００１０】
　しかしながら、電気加熱式の赤外線ヒーターを用いたとしても、発火点温度の低い溶剤
を含む場合には、防爆規定上、ヒーター表面の上限温度は低く制限されるため、その費用
対効果は小さくなってしまう。また不活性ガスで置換して使用する場合には、ランニング
コストが大きくなるという問題があり、電気加熱式の赤外線ヒーターも熱媒油や蒸気を熱
源とする赤外線ヒーターの代替手段としては不十分であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００１－２２１５６９号公報
【特許文献２】特開平１１－２５４６４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、赤外線放射を含む乾燥装置において、赤外線の放射を電気加熱式の赤外線ヒ
ーターを用いることなく、溶剤系の塗膜に対しても、窒素ガスなどの不活性ガスで置換す
ることなく、赤外線の効果を活用できる乾燥装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者は、赤外線放射物の温度を、乾燥装置内の熱風温度よりも高く設定すれば赤外
線の効果が発現することを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１４】
　上記の課題を解決するための手段として、請求項１に記載の発明は、ウェブ上に塗布さ
れた溶剤系塗膜を乾燥させるための装置であって、
熱風により前記塗膜から溶剤を蒸発させ、乾燥・硬化する熱風乾燥装置と、
加熱空気により赤外線を放射する赤外線放射物を被覆させた赤外線放射装置により、前記
塗膜から溶剤を蒸発させ、乾燥・硬化する赤外線乾燥装置を、前記熱風乾燥装置のウェブ
搬送方向下流側に配置し
前記熱風乾燥装置の熱風よりも高い温度の熱風を用いて、前記赤外線乾燥装置の赤外線放
射物を加熱することを特徴とする乾燥装置である。
【００１５】
　また、請求項２に記載の発明は、前記赤外線放射物の加熱に、前記熱風乾燥装置の熱風
よりも高い温度の熱風を、前記熱風乾燥装置より排気された空気を加熱して使用すること
を特徴とする請求項１に記載の乾燥装置である。
【００１６】
　また、請求項３に記載の発明は、前記赤外線放射装置とウェブとの距離が１０ｍｍ～１
００ｍｍであることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の乾燥装置である。
【発明の効果】
【００１７】
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　以上のことより、特にフィルム上に塗布された溶剤系の塗膜の乾燥を、窒素ガスなどの
不活性ガスで置換する、防爆設備を用いることなく、低コストの装置でありながら、乾燥
・硬化を短時間で行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の赤外線放射物を用いた赤外線放射装置３０を備えた乾燥装置を説明した
平面概念図である。
【図２】本発明の赤外線放射物を用いた赤外線放射装置３０を備えた乾燥装置を説明した
断面概念図である。
【図３】本発明の赤外線放射物を用いた赤外線放射装置３０を備えた乾燥装置を含めた塗
工ラインを説明した概念図である。
【図４】一般的なの乾燥装置を説明した概念図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明についてさらに詳細に説明する。図３に本発明の乾燥装置を含めた塗工ラ
インの概念図を示す。塗工ラインは、主として、ウェブ１０を送り出す送り出し装置１１
とウェブ上に塗液を塗布する塗工装置１２、ウェブ上に塗布形成された塗布膜を乾燥させ
る乾燥装置１３、塗布・乾燥された製品を巻き取る巻き取り装置１４、及びウェブを支持
しながら搬送させる多数のガイドローラー１５からなる。
【００２０】
　ウェブ１０としてはＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）やポリカーボネート等の樹
脂フィルムや金属箔、紙等が使用できる。塗布前のウェブにコロナ処理等の前処理を実施
しても良い。
【００２１】
　塗工装置１２はグラビアコーター、ダイコーター、カーテンコーター等、各種方式のも
のが使用できる。
【００２２】
　図１に本発明の赤外線放射物を用いた乾燥装置を説明した平面概念図であり、一般的な
熱風乾燥装置１３ａに加え、その搬送方向下流側にウェブ上下面に赤外線放射装置３０を
備えた赤外線乾燥装置１３ｂを設置している。
【００２３】
　塗膜の乾燥として、一般的には主に溶剤の蒸発に用いられる恒率乾燥を経て、硬化反応
が主体となる減率乾燥に至って塗膜が硬化する工程を経る。一般的には乾燥過程終盤の減
率乾燥域や乾燥後の硬化過程においては、塗膜の表面温度はオーブン温度と同等程度に上
昇しているため、熱風による熱の流入（対流伝熱）は非常に小さくなっている。
【００２４】
　しかし、本発明の乾燥装置のように熱風乾燥装置の後方で減率乾燥域に赤外線放射装置
を設置することにより、輻射伝熱により塗膜の内部から加熱することができるので、特に
厚膜塗工の観点からいえば、表面だけが乾燥して内部が未乾燥であるような状態は発生せ
ず、厚膜の場合においても短時間で効率よく乾燥・硬化させることができる。
【００２５】
　ウェブ上面側に設置した赤外線放射装置３０はステンレスなどの金属ダクト表面に赤外
線放射物を被覆させたものが用いられる。セラミックなどを焼成させたものも使用できる
が、特にウェブ幅が広い場合など、大面積を均一に加熱するためには金属ダクト表面に赤
外線放射物を被覆させたものを使用する方が好ましい。
【００２６】
　赤外線は０．７８～３μｍの近赤外線と３～１０００μｍの遠赤外線とに分けられる。
高分子材料はほとんどが３～４μｍ及び６μｍ以上に強い吸収帯を持っていることから、
高分子材料に効率よく吸収され発熱する遠赤外線領域を使用することが好ましい。
【００２７】
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　金属ダクト表面に被覆させる赤外線放射物としては、赤外線放射量が多い物質が好まし
く、赤外線放射率が０．９以上、好ましくは０．９５以上のものが良い。例えばセラミッ
クコートなどが挙げられ、セラミックコートとしては、遠赤タイプIII（日熱工業株式会
社）を揚げることができる。
【００２８】
　赤外線放射装置３０の加熱は、熱風乾燥装置１３ａより排気された空気を、赤外線放射
装置用ヒーター４３で加熱したものを用い、表面に赤外線放射物を被覆させた金属ダクト
の内部に供給される。
【００２９】
　このとき、赤外線放射装置用ヒーター４３で加熱さて空気の温度は、赤外線放射装置３
０に送り込まれる空気の温度より高く設定することにより、赤外線が放射される。
【００３０】
　赤外線放射装置３０はウェブとの距離が１０～１００ｍｍの範囲で設置することが好ま
しい。１０ｍｍ未満では搬送中のウェブと接触する恐れがあり、１００ｍｍよりも離した
場合では赤外線が減衰するために十分な効果が得られない。
【００３１】
　また、赤外線放射装置の幅方向の大きさは、塗膜面全体を均一に加熱する上で、塗膜の
幅と同等以上とすることが好ましい。赤外線放射装置の流れ方向の大きさは、赤外線放射
装置に対向する時間が長くなるように、乾燥時に除去した溶剤蒸気が滞留しない範囲でな
るべく大きくした方が好ましい。
【００３２】
　赤外線放射装置３０の表面温度は乾燥装置と同じ温度以上に維持することが好ましい。
一般的に赤外線放射装置の表面温度とウェブの温度の差が大きいほど赤外線放射の効果は
大きくなるが、設備コストが増大する。一方、赤外線放射装置の表面温度を乾燥装置の温
度未満にした場合、熱風による対流伝熱の方が支配的となり、赤外線放射装置の効果がほ
とんど現れなくなる。
【００３３】
　そこで本発明は熱風発生装置の熱源を使い、赤外線放射装置の表面温度を乾燥装置と同
じ温度以上に維持することで、コストをあまり掛けずに赤外線の効果を得ようとするもの
である。
【００３４】
　赤外線放射装置３０の加熱は図２に示すように熱風乾燥装置から排気する熱風を再加熱
することにより行う。つまり、赤外線放射装置の加熱用の空気は熱風乾燥装置１３ａの排
気ブロア４１からヒーター４０を介して赤外線乾燥装置１３ｂ内の赤外線放射装置３０に
供給される。
【００３５】
　また、赤外線放射装置の加熱に用いられた熱風は、その後、赤外線乾燥装置内に放出さ
れ、最終的に赤外線乾燥装置１３ｂから排気される。
【００３６】
　このようにすれば赤外線放射装置の温度は乾燥装置の温度と同程度になるか、塗膜の乾
燥に使用した熱量分や途中のダクトにおける熱損失分だけ乾燥装置の温度より高く維持す
ることができる。
【００３７】
　また、熱風乾燥装置の排気として捨てられる熱量を再利用することで省エネ化できると
ともに、赤外線放射装置の再加熱用ヒーターを小型化することができる
　ただし、熱風乾燥装置の排気を再度赤外線乾燥装置内における乾燥・硬化に使用するこ
とから、赤外線放射装置の加熱熱源として再利用する排気は、熱風乾燥装置から排気する
熱風に含まれる溶剤量が少ない乾燥室の排気を選択できるようになっていることが好まし
い。
【００３８】
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　本発明は、上記のように構成し、赤外線の効果を活用することで、フィルム上に塗布さ
れた溶剤系の塗膜の乾燥・硬化を短時間で行うことができるため、従来の熱風のみによる
乾燥装置よりも設備を小型化することができる。
【００３９】
　また、乾燥装置本体が非常にシンプルな構造であることからイニシャルコストを抑制す
ることができる。また、赤外線放射装置の熱源として、熱風乾燥装置から排気される熱風
を再利用することによりランニングコストも削減することができる。
【００４０】
　乾燥装置１３の長さや基材１０の搬送速度は、塗膜が乾燥するかどうかで決められるべ
きものであり、塗液の種類や膜厚によって最適な条件を設定すればよい。一般的には乾燥
装置の長さは、５ｍ程度から１００ｍ程度の長さである。
【００４１】
　乾燥装置１３は図１のようにある程度分割されて設置してもよく、乾燥ゾーンの分割方
法については特に制限されるものではない。
【００４２】
　以下、本発明の実施例について説明する。
【００４３】
　ポリオールを主剤、イソシアネートを硬化剤、主溶剤をＭＥＫ（メチルエチルケトン）
とした塗液をダイコーターでＰＥＴ基材に塗布し、１５０℃で乾燥させて保護シートを作
成した。塗膜の乾燥状態はＰＥＴ基材と塗膜の密着性をクロスハッチテストで評価し、以
下の基準で判定した。また、乾燥ムラ発生の有無を目視にて確認した。
○・・・１００／１００（十分に乾燥し、密着している）
△・・・１～９９／１００（乾燥が不十分、または密着性能が十分に発現していない）
×・・・０／１００（乾燥していない）
　乾燥装置及び赤外線放射装置の仕様は、
炉長：２ｍ×４室＝８ｍ
風量：１０ｍ３／ｍｉｎ
赤外線放射装置：
幅：４００ｍｍ（基材幅：３００ｍｍ）
長さ：１．８ｍ
設置箇所：３、４室（後半２室）
である。
【実施例１】
【００４４】
　赤外線放射装置に導入される空気の温度を、１７０℃とし、赤外線乾燥装置に導入され
る空気の温度１５０℃よりも高くし、赤外線放射装置と基材との距離を５０ｍｍに設定し
て、３０秒から６０秒まで乾燥時間を５秒間隔で変更した乾燥塗膜を得た。　尚、ノズル
と赤外線放射装置には赤外線放射率０．９５のセラミックコートを実施し、風量は一定と
した。
【実施例２】
【００４５】
　赤外線放射装置に導入される空気の温度を、１７０℃とし、赤外線放射装置と基材との
距離を１０ｍｍに設定した以外は、実施例１と同じ条件とし、乾燥塗膜を得た。
【実施例３】
【００４６】
　赤外線放射装置に導入される空気の温度を、１７０℃とし、赤外線放射装置と基材との
距離を１００ｍｍに設定した以外は、実施例１と同じ条件とし、乾燥塗膜を得た。
【００４７】
　＜比較例１＞
赤外線放射装置に導入される空気の温度を、１３０℃とし、赤外線乾燥装置に赤外線放射
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装置の加熱に用いた空気とは別に１５０℃の空気を導入した以外は、実施例１と同じ条件
とし、乾燥塗膜を得た。
【００４８】
　＜比較例２＞
赤外線放射装置に導入される空気の温度を、１５０℃とし、赤外線乾燥装置に赤外線放射
装置の加熱に用いた空気とは別に１５０℃の空気を導入した以外は、実施例１と同じ条件
とし、乾燥塗膜を得た。
【００４９】
　＜比較例３＞
赤外線放射装置に導入される空気の温度を、１７０℃とし、赤外線放射装置と基材との距
離を２００ｍｍに設定した以外は、実施例１と同じ条件とし、乾燥塗膜を得た。
【００５０】
　＜比較例４＞
図２に示すような一般的な乾燥装置で、他の条件は実施例１と同じ条件とし、第４ゾーン
に送風される空気の温度を１７０℃として、乾燥塗膜を得た。
【００５１】
　結果を表１に示す。
【００５２】
【表１】

　実施例１～３および比較例１，２より、赤外線放射装置に導入される空気の温度を、熱
風乾燥装置、赤外線乾燥装置に導入される空気の温度より高くすることにより、赤外線放
射装置の効果が現れることが分かる。また、本発明の乾燥装置を用いると短時間で塗膜を
乾燥・硬化することができる。また、赤外線放射板と基材との距離は近いほど効果が高い
ことが分かる。
【産業上の利用可能性】
【００５３】
　本発明のように赤外線放射を活用することにより、低コストで従来の乾燥装置に比べ生
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産効率を向上させることができる。
【符号の説明】
【００５４】
１０・・・ウェブ
１１・・・送り出し装置
１２・・・塗工装置
１３・・・乾燥装置
１３ａ・・・熱風乾燥装置
１３ｂ・・・赤外線乾燥装置
１４・・・巻き取り装置
１５・・・ガイドローラー
２０・・・噴き出しノズル
３０・・・赤外線放射装置
４０・・・ヒーター
４１・・・排気ブロア
４２・・・給気ブロア
４３・・・赤外線放射装置用ヒーター

【図１】
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【図３】
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